
重要度
指標

重み 具体的な項目
項目別
比率

緊急輸送道路１次
緊急輸送道路２次
緊急輸送道路３次

路線属性２ 30 跨線・跨道橋 30
国道・主要地方道 15

県道 10
市町村道 0

   道路部幅員<４ｍ 20
４ｍ≦道路部幅員<６ｍ 25

 ６ｍ≦道路部幅員<１２ｍ 30
１２ｍ≦道路部幅員     40

100

路線属性３ 15

交通量 40 交通量属性1 40

合 計

重み係数wi

路線 60

路線属性１ 15 15

 
表 2.6.3 重み係数と健全度係数の一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（4）BPI（橋梁重要度指標）の算出方法 

橋梁重要度指数は，重要な路線および交通量の多い橋梁に対して重み付けを行うものであり，

以下の式によって算出する。 BPI＝ pi・wi) 
pi：該当＝1，不該当＝0 
wi：重み係数 
 

I- BIMS の BPI の設定において，路線および交通量は表 2.6.4とされている。特に「幅員」の

項目は 4 項目に細分化されているため，全体的に点数が上がり，優先順位に差がつかない設定

となっている。 

 
表 2.6.4 重み係数と健全度係数の一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部材（部位）
橋面工（地覆・縁石）
上部工（主桁・横桁） 0.38
上部工（床版） 0.14
下部工・基礎
その他（支承等）
合 計

重み係数
0.04

0.38
0.06
1.00

0.52

健全度 健全度係数a
5 100
4 75
3 50
2 25
1 0
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路線属性１ 25 緊急輸送道路 25
跨線・跨道橋(第三者被害の影響大) 40
跨道橋(第三者被害の影響小) 10

路線属性３ 25 連携軸ネットワーク路線 25
路線属性４ 15 用途地域or地域拠点内道路 15

重点除雪路線 20
第一種除雪路線 15
第二種除雪路線 5

路線属性6 5 バス路線 5
      道路幅員＜5.5ｍ 0
5.5ｍ≦道路幅員＜12ｍ 15
12ｍ≦道路幅員      30

橋長＜5m 0
5m≦橋長＜15m 5
15m≦橋長＜30m 15
30m≦橋長＜50m 20

50m≦橋長 25
その他属性２ 10 2径間以上 10
その他属性３ 5 添架管有 5

200

路線属性２ 40

重要度
指標

重み 具体的な項目
項目別
比率

重み係数wi

交通量 30 交通量属性１ 30

路線属性５

その他属性１ 25

合 計

20

130路線

35その他

I-BIMS の「路線」の設定（グレー色部分）では，グルーピングの検討項目と 2 重計上となり,
グルーピングの結果と差がつかないため変更する。今回は道路種別による分類を改め「路線属性

3～6」にはグループ化で分類した路線に該当する分類と，落橋した際に大きな影響を及ぼす橋梁

に該当する「その他属性 1～3」の分類を取り入れた（オレンジ色部分）。 
 

表 2.6.5 加賀市における重み係数と健全度係数の一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
以上の条件により優先順位を設定した結果を表 2.6.6 に示す。 
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表 2.6.6 各橋梁の評価点と優先順位(1/3) 
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表 2.6.6 各橋梁の評価点と優先順位(2/3) 
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表 2.6.6 各橋梁の評価点と優先順位(3/3) 
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2.7 劣化予測                                                                             

2.7.1 劣化予測の対象部材                                                                

補修時期を決定するために，劣化予測式を用いて将来の健全度を予測する。I-BIMS では，以下

に示す 8 部材に劣化予測式を設定することができる。このうち，本予測に際して⑦と⑧について

は除外する。 
 

① 鋼橋の主桁（腐食） 
② 鋼橋の床版（鋼部材） 
③ 鋼橋の床版（コンクリート部材） 
④ コンクリート橋の主桁 
⑤ コンクリート橋の床版 
⑥ 下部工躯体（コンクリート部材） 
⑦ 鋼橋の主桁（疲労・亀裂）※1 
⑧ 下部工躯体（鋼部材）※2 

 
※1 加賀市では重交通路線がないことや，点検結果から鋼部材の疲労・亀裂の変状がみられ

ないため，除外する。 
※2 対象部材が存在しない。 

 
2.7.2 劣化予測式について                                                                

 I-BIMS では，図 2.7.1に示すように部材ごとの劣化特性に合わせて，「直線」または「2 次曲線」

による 2 パターンの式を選択できる。使い分けは主に，直線は加速しない劣化，2 次曲線は加速

する劣化としている。次頁以降の検討により，この 2 式を材料別（鋼部材，コンクリート部材）

に適切に選定する。 
 

 

図 2.7.1 劣化予測式の直線と 2 次曲線の比較イメージ図 

 
 
 

加速しない劣化 

加速する劣化 

直線 (y=ax+5) 

2 次曲線 (y=ax²+5) 
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（1）鋼部材の劣化  

鋼部材の腐食は，塗膜劣化から発錆に至ると加速度的に劣化が進行すると考えられる。この 
ため，本計画では劣化予測式は加速する劣化とし全橋「曲線」とする。  

  
（2）コンクリート部材の劣化  

本計画では前述の補修方針の通り，ASRや塩害橋梁があり劣化が加速すると考えられるため，

全橋「曲線」とする。 

- 2-129 -



2.7.3 劣化予測式の作成                                                                   

（1）異常値の排除 

劣化曲線は最小二乗法により回帰曲線を作成しているが，最小二乗法は異常値が含まれると

近似の妥当性が極端に低下する。そのため，回帰分析では，異常値の排除を行う。I-BIMS で

は，橋梁の健全度分布を正規分布であると想定して，標準偏差「σ」(平均から近いデータの上

位 68％)，もしくは「2σ」(平均から近いデータの上位 95％)を選択できる。選択した設定範囲

のデータを利用し，設定範囲外のデータが異常値となる。 
図 2.7.2，図 2.7.3 に健全度 5 での「コンクリート橋の主桁」の分布図を示す。健全度は，

経過年数に比例して低下していくので，健全度 5 では経過年数が大きいものが異常値として排

除される。「σ」の設定範囲では，経過年数が約 55 年以降のものを排除しているが，「2σ」の

設定範囲では排除できない。したがって，設定範囲を「σ」とする。 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.2 「σ」の設定範囲と異常値の範囲図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.3 「2σ」の設定範囲と異常値の範囲図 

健全度 5 の部材のうち, 

経過年数 55 年以降を排除 
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（2）適応点検データの選択 

I-BIMS では，加賀市の点検データに，石川県の定期点検データを加えて劣化曲線を作成できる。

加賀市の点検データ数は少ないので，これに石川県の点検データを加えることで，データ数を増

やし，精度の高い劣化曲線を作成する。図 2.7.4 に加賀市単独の場合と，加賀市に石川県を加え

た場合での劣化曲線の比較結果を示す。これによると，加賀市単独の場合は，傾きが緩いため健

全度の低下が遅れる。一例を示すと，健全度 5 から 4 に下がる時期が約 15 年遅れることになる。 
また，「加賀地方」と「能登地方」の環境条件が異なることを考慮して，石川県の点検データを

「加賀地方」と「能登地方」を選択できる。石川県の「能登地方」は，海岸線が長く塩害橋梁が

多い。そのため，「能登地方」を選択した劣化曲線は，「加賀地方」を選択した劣化曲線よりも劣

化の進行度が大きい。加賀市は図 2.7.5に示すように「加賀地方」に該当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.4 石川県の点検データの活用による劣化曲線の比較図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.7.5 I-BIMS の「加賀地方」と「能登地方」の分布図 
 

加賀市 

- 2-131 -



（3）加賀市の劣化予測式 

I-BIMS で作成した加賀市の劣化予測式を表 2.7.1に，劣化曲線を図 2.7.6に示す。 
 

表 2.7.1 劣化予測式の一覧表 
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図2.7.6 劣化曲線一覧 
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2.8 LCC 解析                                                                            

2.8.1 LCC の設定                                                                        

LCC の期間として今後 100 年間の補修計画を策定する。計画初年度の 2025 年から 2125 年まで

の 100 年間において，最適な LCC となる補修工法・補修時期を解析する。LCC は，橋梁の補修費

用に加え維持管理における定期点検費用を積み上げて算出する。LCC の解析は，橋梁径間毎の部

材を最小単位として行い，健全度評価区分ごとに劣化を想定する。 
補修工法は補修規模により，小規模（健全度 3），中規模（健全度 2），大規模（事後保全）の 3

段階で設定する。LCC の最適化では，グルーピングの管理目標限界を下回らない範囲で，これら

の補修を実施する。上記のイメージを図 2.8.1～図 2.8.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8.1 補修規模と劣化曲線のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8.2 補修規模と補修費のイメージ図 
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A-S A B-S B C-S C

5 良 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検

4 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検

3
補修検討

(予防保全)

〔小規模補修〕

補修検討

(予防保全)

〔小規模補修〕

補修検討

(予防保全)

〔小規模補修〕
定期点検 定期点検 定期点検

2
早期補修

（小規模補修）

（中規模補修）

早期補修

（小規模補修）

（中規模補修）

定期点検
監視・措置

1 悪 更新

健全度
グループＡ グループＢ グループＣ

グループ 管理目標限界 補修工法の選定
A-S，A，B-S 健全度3 小規模補修
B，C-S 健全度2 小規模補修，中規模補修
C 健全度1 更新

2.8.2 補修規模の選定                                                                    

 補修規模は，グループごとに設定した管理目標限界によって決まる。なお，I-BIMS では，大規

模補修は項目として存在しているが，本計画ではグループ C（C）は更新する計画であるため，大

規模補修は考慮しない。 
 表 2.8.1～表 2.8.2 にグループ毎の補修工法の選定を示す。 

 

表 2.8.1 補修規模の選定表（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.8.2 補修規模の選定表（その２） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※健全度 2 以下で対策する計画の橋梁であっても，重点的に点検を行い必要に応じて対策を

実施する。 
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3 小規模補修 再塗装（3種ケレン）部分 再塗装（1種ケレン）部分
2 中規模補修 再塗装（3種ケレン）全面 再塗装（1種ケレン）全面
3 小規模補修 再塗装（3種ケレン）部分 再塗装（1種ケレン）部分
2 中規模補修 再塗装（3種ケレン）全面 再塗装（1種ケレン）全面
3 小規模補修 炭素繊維接着 ひび割れ注入
2 中規模補修 鋼板接着工 炭素繊維接着
3 小規模補修 断面修復 ひび割れ注入
2 中規模補修 断面修復（大規模） 断面修復
3 小規模補修 炭素繊維接着 ひび割れ注入
2 中規模補修 鋼板接着工 断面修復
3 小規模補修 断面修復 ひび割れ注入
2 中規模補修 断面修復（大規模） 断面修復

コンクリート橋の床版

下部工躯体（コンクリート部材）

I-BIMSの
対策補修工法

鋼橋の主桁（鋼部材）

鋼橋の床版（鋼部材）

鋼橋の床版（コンクリート部材）

コンクリート橋の主桁

対象部材
実施

健全度
工法分類

本計画の
対策補修工法

2.8.3 補修工法の選定                                                                     

補修工法は，I-BIMS の設定に加えて，加賀市の過去の補修実績を参考に補修工法を選定する。

変更した補修工法の選定理由を以下に，補修工法一覧を表 2.8.3に示す。 
 

（1）鋼部材の腐食に対する補修工法 

I-BIMS では，「3 種ケレン」と「1 種ケレン」の 2 種類の補修工法が設定されている。また，

補修範囲を部分塗装と全面塗装の 2 段階に設定できる。 
鋼橋については，既存塗膜に有害物質（鉛，クロム，PCB）が含まれている可能性があるこ

とから，本計画の塗装塗替は「1 種ケレン」を採用する。そのため，「再塗装（1 種ケレン）」の

部分塗装を小規模補修，全面塗装を中規模補修と設定する。 
 

（2）コンクリート部材の補修工法 

I-BIMS では，「ひび割れ注入」の補修工法が設定されていないが，「ひび割れ注入」はコンク

リート部材の一般的な補修工法であることから，「ひび割れ注入」をコンクリート部材の補修

工法に追加する。補修単価は，補修実績から補修費用を補修面積で割って算出する。 
また，「断面修復」を行った橋梁に対して「表面塗装」を行うように設定されているが，「断面

修復」を行った橋梁に必ずしも「表面塗装」を行っているわけではないので，「表面塗装」は

「断面修復」と個別に考える。 
 床版の補修に「炭素繊維接着」と「鋼板接着工法」が設定されているが，加賀市の補修に用

いられていない。また，小規模補修（健全度 3）の予防保全において「炭素繊維接着」を繰り

返すことは一般的ではないと考えられることから，小規模補修は「ひび割れ注入」を選択する。

中規模補修は「炭素繊維接着」を設定し，LCC が最小となる補修工法を検討する。なお，コン

クリート橋の床版は間詰コンクリートを想定しているため，中規模補修は「炭素繊維接着」で

はなく，「断面修復」を設定する。 
 

表 2.8.3 補修工法一覧 
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（3）再補修工法について 

 2 回目以降の補修についても，表 2.8.3 で示した 1 回目と同一工法を繰り返し採用する。 
 

（4）更新の設定 

前述の通り，橋長 5m 未満の C グループは予防保全による維持管理を行わず，管理目標限界

に至った段階で更新する。 
計画初年度から補修を実施しない状況において，健全度 1（C グループの管理目標限界）を 1

部材でも下回った時期に更新する（図 2.8.3参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8.3 C グループ橋梁の更新時期のイメージ図 
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部材 健全度評価区分 条件 足場の要否 補修時期調整の可否
鋼橋の主桁(腐食)

鋼橋の床版
コンクリート橋の主桁
コンクリート橋の床版

下部工地上高＝2m以上 足場必要

下部工地上高＝2m未満 足場不要
下部工地上高＝2m以上 足場必要
下部工地上高＝2m未満 足場不要

支承

下部工 下部工躯体

支承(橋台・橋脚)

補修時期
調整不可

補修時期
調整可能上部工 橋長＝5m以上 足場必要

2.8.4 その他の費用                                                                       

 LCC の算出に際しては，主要部材の補修費用以外に「支承・伸縮装置の交換」，「補修時の足場

工の設置」，「定期点検」の費用を含める。これらの対策時期について以下に示す。 
 

（1）支承・伸縮装置の交換 

 支承・伸縮装置は，表 2.8.4に示す時期に交換する（I-BIMS 上の設定であり，変更できない）。

その際，既設橋梁が鋼製支承の場合は，ゴム支承に交換する。 
 

表 2.8.4 支承・伸縮装置の耐用年数 

部材 種類 耐用年数
鋼製 30年

ゴム製 100年
鋼製 30年

ゴム製 15年

支承

伸縮装置
 

               参考文献：鋼橋のライフサイクルコスト(社)日本橋梁建設協会より 

 

（2）足場工費用の設定 

 足場工設置の条件を表 2.8.5，表 2.8.6 に示す。同一橋梁の同一径間において，足場を共有し

て補修できる部材の補修時期が 3 年以内の場合は，補修時期を合算して，足場を共有し，足場費

用を 1 式分削減する計画とする。なお，下部工と支承の足場は共有できないと考え，調整は行わ

ない。 
 

表 2.8.5 足場工設置条件の表 
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2007 2008 2009 2010 2011
疲労亀裂 床版ひび割れ補修 塗装

1,000 1,000 1,000

1,000 0 1,000 0 1,000 3,000

疲労亀裂・

床版ひび割れ補修
塗装

1,800 1,000

1,800 0 0 0 1,000 2,800 20万円削減

×年

A橋の単年度予算

A橋 ××× ××橋 ×m ×年 ×年

合計

A橋 ××× ××橋 ×m ×年 ×年 ×年

対策内容・時期
(工事費(千円))橋梁名

A橋の単年度予算

道路
識別

路線名 橋長
(m)

仮説
年度

供用
年数

最新
点検
年次

足場工を共有

4年以上3年以内

共有しない

 

表 2.8.6 足場工補修時期調整の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）定期点検の設定 
点検最終年から 5 年に 1 回実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 2-139 -



2.8.5 対策工一覧                                                                                                                                  

 補修工法とその他の費用の単価を表2.8.7，表2.8.8に示す。 
表2.8.7 補修工法一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※単価は全て直接工事費のため，LCC 解析時には 1.95（諸経費率 1.5×事業換算費 1.3）を乗じて事業費とする。 
表2.8.8 その他費用の一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※単価は全て直接工事費のため，LCC 解析時には 1.95（諸経費率 1.5×事業換算費 1.3）を乗じて事業費とする。 
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2.9 予算の平準化                                                                        

2.9.1 予算の平準化の設定                                                                

単年度ごとの予算額を決定し，補修費用の合計に対して予算が不足する際に，前倒しまたは先

送りをして予算の平準化をする。 
 
（1）前倒し 

 補修費が予算を超えた際に，前倒しを検討する。前倒しは，予算を超えた対象年度より 3 年

前までの予算に余裕がある場合に行う。 
 

（2）先送り 

 前倒しを検討した場合において，対象年度より 3 年前に予算の余裕がない場合に先送りを検

討する。補修工法を 1 年先，2 年先，3 年先の順に先送りする。先送りした補修工法は次年度以

降に優先的に補修する。なお，先送りするどの年度の予算においても補修費が収まらない場合

は，最終年の予算制約は無視され，解析期間の最終年度に積み上げる。 
 
（3）予算の平準化の留意点 

定期点検及び更新は，定期的に実施する必要があるため，前倒しや先送りをしない。1 回分

の補修費が，どの年度の予算にも収まらない場合，永年先送りとなり，要注意橋梁・危険橋梁

となる。 
 
 これらのイメージ図を図 2.9.1 に示す。 
 

 
図 2.9.1 予算平準化のイメージ図 

 
 
 
 
 
 

- 2-141 -



グループ 管理目標限界 要注意橋梁 危険橋梁
A-S
A

B-S
B

C-S
C 健全度1 なし

健全度1以下

健全度0以下

健全度3

健全度2

健全度2以下

健全度1以下

2.9.2 予算の決定                                                                        

 I-BIMS は，補修費用の先送りによる要注意橋梁と危険橋梁の発生を予測し，橋梁の安全性が確

保できる適切な予算額の計画を策定できる（表 2.9.1 参照）。 
 

表 2.9.1 要注意・危険橋梁の定義 

 
 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ，加賀市での予算平準化前の補修費用・更新費用を算定すると，図 2.9.2 に

示すとおりとなる。年度毎に必要な費用にバラツキが生じ，特に 45 年後には約 40 億円と多く

の費用を要する結果となる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9.2 予算平準化前の補修・更新費用推移 

 

よって，年間当たりの予算を平準化するため要注意橋梁と危険橋梁の発生状況も睨みながら，

表 2.9.2 に示す 3 パターンの予算を比較し，最適予算を検討する。予算検討に際しては，短期の

予算と将来に変更の可能性のある長期予算を区分する階段方式とした。 

 

第 1 案：年間予算今後 10 年 18,000 万円，以後 24,000 万円 
【約 75 年後に危険橋梁が発生する】 

第 2 案：年間予算今後 10 年 18,000 万円，以後 25,000 万円 
【約 65 年後に要注意橋梁が発生する】 

第 3 案：年間予算今後 10 年 18,000 万円，以後 26,000 万円 
【約 65 年後に要注意橋梁が発生するものの第 2 案よりは軽微】 

 
上記の比較結果より，要注意橋梁は約 65 年後の将来に発生するものの，危険橋梁が生じない第

2 案の年間予算今後 10 年 18,000 万円，25,000 万円を最適予算と決定する。 
第 2 案での予防保全と事後保全の比較表を表 2.9.3 に，短期計画一覧【様式 1-2】をそれぞれ示

す。 
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表2.9.2 予算平準化比較表 

表 2.9.3 第 2案での予防保全と事後保全との比較 

決定案 
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2.10 補修橋梁一覧                                                                       
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2.11 新技術活用及び集約撤去に伴う検討                                                          

 

2.11.1 新技術の活用(定期点検，詳細調査，補修補強)                                                

管理する 324 橋について，表 2.11.1～表 2.11.4 に示す点検，詳細調査（画像計測技術，非破

壊検査技術，AI・CAD・DB 技術），補修補強に新技術の活用を検討し，今後 5 年間の短期目標と

して 400 万円程度の削減を目指す。以下に，新技術の一例を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋梁点検支援ロボット 

橋梁点検ロボットカメラ 

マルチコプタ点検システム 

ひびみっけ 

- 2-172 -



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Dr.Bridge（AI 橋梁診断支援システム） 
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表2.11.1 画像計測技術一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 2-174 -



表2.11.2 非破壊検査技術一覧表 
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表2.11.3 AI・CAD・DB技術一覧表 
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表2.11.4 補修補強技術一覧表 
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2.11.2 集約化・撤去                                   

劣化が進み，優先的に修繕を実施する橋梁の内，迂回路が存在，交通量の少ない重要な路線等

に架橋する橋梁より，1 橋程度を目標に集約化し，定期点検費用及び補修工事費用のコスト縮減

を図る。 
また，集約化できない施設もあるが，国の補助事業の動向を見守りつつ，定期点検により現状

を維持し，市の負担軽減が図られるタイミングに撤去を検討するものとする。 

 

 撤去検討橋梁 

三ツ橋（市道 A 第 446 号線） L=73.0m, W=5.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，橋梁撤去によるコスト縮減概算額（点検費用）を算出した場合，下記のとおりとなる。 

 

三ツ橋  700,000 円/5 年 

 

   ※撤去費用については高額にはなるが、補修費用も同様に高額となることに、長期的には補

修を繰り返すことになるため、撤去費用と同額に近くなるものと仮定した。 

 
 

L=73.0m，W=5.5m 

三ツ橋(三木町) 

水越橋 

三木平成大橋 

三ツ橋 

L=800m 

上流迂回橋梁 

までの距離 

L=300m 

下流迂回橋梁 

までの距離 
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2.12 ホームページ掲載資料                                                                                                                        
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2.13 加賀市橋梁長寿命化修繕計画【様式 1-1，1-2】                                                                           
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